
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復 命 年 月 日       令和８年８月３日（月） 

出 張 年 月 日 
自  令和８年７月１４日 

至  令和８年７月１６日 
３日間  宿泊  有  

用 務 地 
 大阪府箕面市（箕面市市議会）、兵庫県西宮市（西宮市議会）、 

岡山県倉敷市（倉敷市議会） 

用 務  議会運営委員会 行政視察 

て ん 末

( 資 料 添 付 ) 

大阪府箕面市：７月１４日（火）１４時００分から１６時００分 

●議会運営について 

①政策形成サイクルの取組みについて 

②災害発生時対応マニュアルについて 

（大阪市泊） 

兵庫県西宮市：７月１５日（水）１０時００分から１１時３０分 

●議会運営について 

①常任委員会運営ガイドラインについて 

（倉敷市泊） 

岡山県倉敷市：７月１６日（木）１０時００分から１１時３０分 

●議会運営について 

①議会ＢＣＰ・災害対応について 

 

議会運営委員会各委員の所感については別紙のとおり 

 



令和 8 年 7 月 31 日 
議会運営委員会  

委員長 香月孝夫 
 

視 察 報 告 書 （議会運営委員会） 
 
議会運営委員会の行政視察を下記のとおり実施しましたので下記の通り報告いたします。 

 
１ 日 時 令和８年７月１４日（火）～７月１６日（木）３日間 
 
２ 視察地及び視察事項 
（１）大阪府箕面市議会（７月１４日（火）１４：００～１６：００） 

■議会運営について 
①政策形成サイクルの取組みについて 
②災害発生時対応マニュアルについて 

 
（２）兵庫県西宮市議会（７月１５日（水）１０：００～１１：３０） 

■議会運営について 
①常任委員会運営ガイドラインについて 

 
（３）岡山県倉敷市議会（７月１６日（木）１０：００～１２：００） 

■議会運営について 
①議会ＢＣＰ・災害対応について 

 
【所感】 

（１） 大阪府箕面市議会 
・政策提案型の議会運営を目指すにあたり、現状認識を時代の変化を意識し併せてスピード感をもって取組み

がなされている。速やかに実践に結び付けるべく「議会改革フォーラム」の実施や地域別意見交換会や分野別

意見交換会などが開催されている。また新たなフェーズへ向けた環境整備にも力が注がれ、新時代への対応が

図られ、効率化をはじめ議会の見える化の推進も同時に進められている。災害時対応については、フロチャー

トに各状況時の対応が明示され万一に備えられている。 
→本市においては、議会改革を推進するためのキックオフ的な取組みを講じ市民に知らせると共に、議員の意

識改革の醸成も必要不可欠ではないかと感じた。 
 
（２） 兵庫県西宮市議会 

・常任委員会運営ガイドラインは毎年のように更新されている。活発に議論が交わされながらより良い運営が

目指されていることが窺がえる。所管事務調査や視察などはより掘り下げられながら進められ、併せて結果に

ついても提言書にまとめられるなど、問題点については執行部と共に最善の方法を求めている。 
→本市においては、しっかりとした年間スケジュールの構築に始まり、所管事務懇談会などの実施を検討し時

代変化に応じた対応を協議していく必要がある。併せてその結果についても提言書などにまとめ高効果を目指

したい。 
 
（３） 岡山県倉敷市議会 

・議会 BCP の必要性と目的を認識すると共に、議会としての役割をあらためて確認できた。議員としての災

害発生時の行動などは、ラインワークス等を通じ情報の共有がなされている点に注目し、その運用方法などを

詳しく確認ができた。 
→本市においては、必要性や目的については既に構築されているが、時代フェーズに応じた情報の伝達や共有

が望まれる。そのためには、タブレット端末やネット環境の整備を速やかに行いそれらのストレスを解決し、

市民への瞬時対応にも繋がる取組みを急ぐべきであると強く感じる。 
 



力武 英一郎 

議会運営委員会 行政視察 所感  令和８年７月 14 日〜16 日 
場所 大阪府箕面市、兵庫県西宮市、岡山県倉敷市 
 
1.大阪府箕面市 
①政策形成サイクルの取組み議会運営について 
議会改革は単なる制度変更や ICT 化ではなく、「政策提案型議会」への転換を目指す取組で
あると学んだ。議会に求められる役割が、従来の行政監視に加え、執行部との適切な利害調
整を行いながら政策提案や合意形成を進めることへと変化していると感じた。 
また、議員定数や報酬についても、感覚的な議論ではなく、人口規模、市民満足度、議会運
営の改善状況など複数の指標を用いて検討するプロセスが構築されており、議論の透明性
を高める工夫がなされていた。ICT 化についてもペーパーレス化が目的ではなく、情報共有
や政策立案、議会活動の効率化を図るための手段として位置づけられており、伊万里市議会
においても、議会改革の目的を明確にしながら、ICT の活用や政策提案機能の強化、議論の
見える化などを進めていくことの重要性を感じた。 
②災害発生時対応マニュアルについて 
災害時における議員の役割が非常に明確に整理されていた。議員は個別に被災現場で活動
するのではなく、地域の被害状況や住民ニーズを収集し、議会内に設置する災害対応支援本
部へ集約する仕組みとなっており、行政との役割分担が徹底されていた。また、災害の規模
に応じて支援本部を設置する判断基準や本会議・委員会の開催可否、議会機能維持のための
BCP が具体的に定められており、平時から訓練を重ねながら PDCA サイクルによる見直し
を行っている点も参考になった。災害時は議員一人ひとりの行動が市民の安心につながる
一方、独自の活動が混乱を招く可能性もあり、そのために議会として統一した行動基準を持
ち、情報を一元化しながら行政を支援する体制の重要性を感じた。 
 
2.兵庫県西宮市 
①常任委員会運営ガイドラインについて 
委員会運営を個々の委員長・副委員長の経験や裁量に委ねるのではなく、年間スケジュール
や委員会開催までの準備、所管事務懇談会、事前調整会、行政視察の進め方までをガイドラ
インとして体系化し、誰が担当しても一定水準の委員会運営ができるよう仕組化していた。 
行政視察については、調査目的を明確にした上で事前勉強会や事前質問を実施し、視察後は
速やかに提言につなげるなど、「視察を成果に結びつける」ことを重視している姿勢が参考
になった。また、委員会審査では、反問権・反論権の活用や、委員長による議事整理、発言
機会の確保など活発でわかりやすい議論を促す工夫が盛り込まれており、効率的で充実し
た委員会運営を目指す姿勢を感じた。本市においても委員会運営の標準化や行政視察の成
果を政策提言につなげる仕組みづくり、さらには委員会審査の質の向上に向けた取組みを
進めることで議会機能のさらなる充実につながるのではと感じた。 



力武 英一郎 

3.岡山県倉敷市 
①議会 BCP・災害対応について 
平成 30 年 7 月豪雨災害の経験を踏まえ「執行部の災害対応を決して妨げない」という考え
方を基本理念として計画が策定されている。議員が個別に執行部へ要望や問い合わせを行
うのではなく、一旦、市議会災害対策本部に情報を集約し、議会として整理したうえで市災
害対策本部へ伝達する仕組みが徹底されている。災害時こそ議会として組織的に行動する
重要性を認識した。また議会 BCP は単なるマニュアルではなく、震度 5 強以上での自動設
置や風水害時の設置基準、議員の安否確認、発災後の時系列ごとの行動など、実際の運用を
想定した具体的な内容となっており、実効性を重視した計画であった。 
さらにラインワークスを活用した安否確認や情報共有、議会事務局が情報を集約・整理する
体制など、情報の一元管理を図ることで、混乱しやすい災害時においても迅速かつ的確な意
思決定が可能となる仕組みが整備されていて参考になった。 



箕面市議会・西宮市議会・倉敷市議会 視察感想 
令和 8 年 7 月 14 日~16 日  
報告；7 月 25 日 塚本博幸 

1. 箕面市議会 

①政策形成サイクルの取組み・議会運営について 
1）議会改革の必要性について 
（1）求められる首長像の変化➡リーダーシップ型・強大な首長の権限 
               ・首長の若年化  
（2）社会・経済状況の変化➡財政逼迫による政策転換・不利益と 

不利益対象の拡大 
（3）議長に求められる役割の変化➡行政監視＝議会審議の強化 
                 利害調整＝政策提案の強化 

          ➢首長に求められるのは、政策力・スピード感 
      ➢議長に求められるのは、意義・役割➡ ＝ 二元代表制 ＝ 
  2）実践を重視した議会改革 

（1）地域別意見交換会➡１年に 1 回開催し、延べ１５回・351 人が参加 
（2）分野別意見交換会➡１年に 1 回開催し、4 常任委員会、特別委員会

毎に所管関係団体と延べ 28 回開催 
3）委員会の年間調査活動（別冊） 
 所管事務調査の項目に沿ってテーマを選定し、議会及び議員の政策能力

を強化するとともに、政策立案の機会の拡大が図られている。 

②災害発生時対応マニュアルについて 
平成 24 年 6 月 18 日に発生した大阪北部地方の震度 6 の地震を体験し、

対策本部を箕面市が整備した。箕面市議会は市の組織と切り離し、非常

時の対策本部として支援本部を設置された。 
その理由として、（1）議会事務局が市と議員に挟まれ対応に苦慮を予測 
（2）災害対策本部の優先順位と議員の優先順位が異なる 
➡議員は現地の生声や情報を市の対策本部に打ち上げる 

  ●感想；議会改革が必要とよく耳にするフレーズではあるが、活字として見

聞きするのは初めてで納得感を得た。また、災害発生時対応マニュ

アルは改革に先立ち従前の業務全般を棚卸しをされ、以降は

PDCA サイクルが回っており先進性を感じた。 



2.西宮市議会 

①常任委員会運営ガイドラインについて 
1）ガイドライン策定までの経緯 
（1）委員長職務の現状に対する問題点・改善点  

・委員長の職務とは何か 
・問題点（何ができてないか・なぜできないか） 
・改善点（どうすればできるか・しくみづくり） 

（2）視察の現状に対する問題点・改善点 
  ・視察の意義、意味について 
  ・求められるものとそのギャップ 
  ・改善点（これからどのように変えていくのか・しくみづくり） 

2）提案された協議事項 
  （1）所管部局との情報交換を定例化➡所管事務懇談会 
  （2）研究すべき年次テーマの決定➡施策研究テーマ 
  （3）次第書作成に事前打合せを通じて案に関与➡委員会事前調整会 
  （4）視察のスケジュールを標準化➡視察の改善 
  （5）副委員長への職務の割り振り➡副委員長の職務 
3）ガイドラインの策定 

（1）常任委員会の運営について、1～11 の詳細な取り決め 
  （2）所管事務懇談会について 
  （3）委員会事前調整会について 
  （4）施策研究テーマについて 
  （5）視察について 

 
●感想；上述のステップを経て、常任委員会運営ガイドラインが完成して

いる。平成 27 年 6 月作成以降、延べ 10 回の改正を加えられてお

り、本ガイドラインが議会での神様的役割を果たしている事が 
    理解できた。 
    伊万里市議会では現在、常任委員会の正副委員長を対象とした教

育・訓練が行われているようである。現時点でその内容を知る由

はないが、西宮市議会の常任委員会運営ガイドラインは大いに参

考になるのではと感じる。 
 
 



3.倉敷市議会 

①議会 BCP・災害対応について 
1）ガイドライン策定までの経緯 

   （1）平成 30 年 7 月豪雨による一級河川の氾濫を経験 
   （2）30 年以内の間に巨大地震の発生確率が 80％と予測される南海 

トラフへの対応が急務 
➡市民の安全確保・災害の迅速な復旧に向け、BCP を作成した 

 2）主たる大項目 
     （1）対象とする災害（倉敷市災害対策本部の防災計画を準用） 

   （2）議会の基本的役割り 
   （3）議員の基本的役割り 
   （4）議会と市の関係構築 
   （5）市議会災害対策会議の所掌事務・組織 
   （6）具体的行動 
   （7）災害時の連絡 

   3）策定にあたり特に重視した点 
     （1）市の災害対応を妨げない 
      ・平成 30 年 7 月豪雨災害において、救出救護や応急対応に奔走す

る現場が疲弊し、現場が混乱した実体験から重要な教訓である。 
      ・個々の議員が担当課へ個別に要望や依頼を行うと、限られた人的

資源が分散し、迅速な災害対応の妨げとなる。 
      ・議員が収集した情報を一旦、「市議会災害対策会議」に集約し、

議会として組織的な窓口から一元的ルールを明文化した。   
   （2）議会機能の継続 

        ・未曽有の災害時こそ、住民の声を代表する議会の機能が問われる  
ため、情報の集約から迅速な意思決定、提言に至る一連のプロセ 
スを組織として途切れさせないことを重視すべき。  

   （3）実効性のある計画 
     ・安否確認の具体的な項目設定や発災後の時系列に沿った具体的 

な行動を示すタイムラインで構築し、運用の細部をすることに 
より、有事の際、全議員及び事務局が迷うことなく、迅速かつ的 
確に行動できる仕組みを構築した。  

●感想；今後、伊万里市議会として BCP 策定時は、倉敷市議会 BCP を  
      最大限活用させていただく。 



令和８年 伊万里市議会議会運営委員会行政視察 所感 
                              令和８年７月 21 日 
                                松尾 伸人 
 
７月１４日（１日目） 箕面市議会（大阪府） 
 政策提案型の議会運営を目指す市議会運営と災害発生時の対応マニュアル作成と実際の

議会の対応についての説明が、中嶋議員に配布資料を元にご説明頂いた。 
 近年は強力なリーダーシップを持つ首長が求められる傾向にあり、その事を背景とした

権限の強大化によるアクセルに対し、議会はブレーキ役を果たさなければならないが、残念

ながら、市民にはその基本部分の理解は、なかなか進まない中にあっても、議会審議の強化

と政策提案の強化を以て、二元代表制の一翼を担う議会としての役割を果たしていきたい

との意気込みが感じられる内容であった。 
 具体的には、2016 年の議会改革のスタートアップフォーラムの開催を皮切りに本会議、

常任・特別委員会、議会運営委員会のライブ配信や議会だよりリニューアル、さらには基本

条例の制定、タブレット端末導入によるペーパーレス化等を実現されて来た中で、大規模災

害時の組織的な対応の必要性に気づき、災害対応マニュアル作成につながったとの事であ

った。 
直近でも、１．議員報酬・定数のあり方検討プロセスの実施、２．議会ＤＸ推進に向けた

基本方針の策定、３．政策提案の取り組み、４．政策形成サイクルに関わる取り組み と、

いろいろと取り組まれているが、我々が最も注目していた４の政策形成サイクルの取り組

みに関しては、現在進行形で、課題も多く、実績としては未知数であるとの事であった。 
３．政策提案の取り組みの中で、常任委員会は年間テーマ（任期１年）を設定した上で調

査、議論を深める事で政策提案につなげているとの事で、今、まさに我々の正副委員長会で

議論している部分が、箕面市議会では既に行われている。 
あと、ＤＸ化の中でも、災害対応に関しても、グループウェアのサイボウズ、LINE 

WORKS が重宝しているとの事であった。 
非常に積極的に議会改革に取り組まれており、勉強になる事も多いが、議会改革に次から

次へと挑戦して行くと、議員も事務局も負担が大きくなるという課題もあり、その点は頭に

置きながら、上手くバランスをとった形で進めないと「企画倒れ」になる可能性もあると感

じた。 
 

７月１５日（２日目） 西宮市議会（兵庫県） 
 常任委員会運営ガイドラインに沿った常任委員会の運営状況について、議会事務局より、

ご説明頂いた。 
まず、ガイドライン策定までの経緯として、当時は常任委員会委員長、副委員長には報酬

の加算措置があり、それに見合う職務遂行と責任を持って常任委員会を運営してもらう事



への動機付けの意味も大きかった。（但し、報酬加算は令和６年から廃止されている。） 
常任委員会の任期は１年であり、毎年５月に委員長、副委員長の互選に始まり、年間スケ

ジュールに沿って、所管部局との懇談会や行政視察の調査項目や視察先についての検討を

行いながら、翌年１～２月には、管外視察から得られた執行部への提言を作成して提出する

様な流れとなっているとの説明であった。 
ガイドラインの作成は平成２７年６月であり、年間スケジュール、所管事務懇談会、委員

会事前調整会の内容、施策研究テーマについての進め方について定めており、委員会内の議

論では、委員会の効率化を図るため、積極的に反問権が使用されている。 
この西宮市議会においても、常任委員会の施策研究テーマ設定の部分が、最も注目してい

たところではあったが、当初、各常任委員会のテーマ設定を「必須」としていたものを途中

から「任意」という形に変更したとの事で、理由は、テーマを設定しても、政党色を背景と

した各会派からは、いろんな見方、意見があり、常任委員会としての意思統一が図りにくく、

委員会に係る時間や委員の労力に見合った成果が得られなかったからとの事であった。実

際に、５つの常任委員会の内、テーマ設定がなされたのは、令和６年は１委員会、令和７年

１委員会、令和８年はゼロとの事であった。 
また、行政視察について、当該常任委員会委員以外の議員が、自己の政務活動費を使用し

て参加する場合もあるという事には、少し驚いたのが正直な気持ちであった。 
それと、ガイドラインについては、毎年１２月定例会後に正副委員長会で検証を行い、必

要に応じて、改正を行っているとの事であった。 
 常任委員会の活動が、毎年アップデートされるガイドラインに沿って、着実な調査と議論

が行われている様子が感じ取れたが、施策研究テーマについて、テーマ設定が必須の頃は月

に３回程度の委員会で、現在は月に１回程度との事なので、箕面市議会と同じく、やはり、

それに係る議員と事務局の負担と成果のバランスを考えながら、進めるべきであろうと思

った。 
 

７月１６日（３日目） 倉敷市（岡山県） 
 個人的には、令和５年の総務委員会での視察に続き、２回目の視察となったが、今回は議

会ＢＣＰの策定について、議会事務局から丁寧にご説明を頂いた。 
 倉敷市では平成３０年７月の豪雨災害の教訓を形にするため、ＢＣＰの策定に向けた具

体的な検討を行う事を決定し、３会派から３名の合計９名で、「倉敷市議会災害対応検討会」

を設置して、実質的な議論を重ねる体制を構築し、令和元年６月から検討を開始し、同年１

１月の熊本県玉名市への行政視察を含めて、７回の検討会を実施して、翌年（令和２年）２

月に倉敷市議会ＢＣＰ素案を作成、３月の倉敷市議会適正合理化推進審議会（議会運営委員

会１２名）への答申を経て、正式に策定するに至ったとの事であった。 
ＢＣＰの策定にあたり、大きく重視した点は３つあり、まず、執行部の災害対応を妨げな

い事の徹底で、議会としての組織的な窓口から一元的に伝えるルールを明文化、二点目は、



いかなる非常事態においても、行政監視と政策提案を担う合議制機関としての役割と住民

の声を代表する議会機能の継続性の重視、三点目は、現場で実際に使える実効性のある計画

とする事を強く意識し、運用の細部を具体化する等、全議員、事務局が迅速かつ的確に対応

できる仕組みの構築、との事であった。 
具体的には、市内で震度５強以上を観測した場合には、現在の７会派の代表と正副議長の

９名からなる議会対策本部が、議長の判断を待たずに自動的に設置される様になっている

との事で、運用上の工夫として、グループウェア Line Works を全面的に活用していると

の説明であった。 
 実際の訓練に関しては、１回／年程度、市の防災訓練に合わせて実施しており、プラスア

ルファの備えを意識した「プラスワン訓練」を実施し、議員個々の防災意識の高揚にも努め

ている。 
 尚、今後の課題として、議場等、審議を継続するための環境整備、リモート環境を含めた

通信設備の維持、ＢＣＰの運用精度の向上等が重要と認識し、検討を進めて行くとの事であ

った。 
 我々、伊万里市議会としては、議会機能強化特別委員会において、今年度、議会ＢＣＰ策

定についての調査、議論が本格化して行くものと思われるが、この倉敷市議会の事例は、大

いに参考になるものと思った。 
 
視察全般 
 今回視察した箕面市議会、西宮市議会においては、常任委員会の活性化、改革の進め方と

課題、倉敷市議会おいては議会ＢＣＰについて、多くの知見を得る事ができ、大変、有意義

な行政視察であったと思う。 
 但し、この３市議会の取り組みのベースにはタブレット端末があり、我が伊万里市議会は

これから導入する段階というところに大きな違いがある様にも感じられ、タブレット端末

導入から運用体制を構築して行く部分についても、今回学んだ知見を伊万里市議会に生か

すための、一つの大きなカギになると思った。 
 
                                      以上 



前田 邦幸 

議会運営委員会行政視察報告書 

視察日程   令和 ８年 ７月１４日～ ７月１６日 

参加者 委員長 香月孝夫・副委員長 力武英一郎 

    委員 塚本博幸・松尾伸人・前田邦幸・井手 勲・盛 泰子 

① ７月１４日 大阪府箕面市 （箕面市役所） 

視察目的 箕面市議会改革の取り組みについて。（議員定数２３人）人口 140,566 人 

  箕面市議会における政策形成リサイクルの取り組みと、災害発生時対応マニュアルについて     

議会視察所見 

箕面市議会は全ての役職が 1 年である。「政策形成サイクル」は年間のテーマの設定は常任委員 

会など所管事項に沿った調査テーマを毎年設定し、調査活動の軸を固定化している。 

テーマに基づいた先進地視察、専門家による勉強会・研修会、市民との意見交換会を計画的に実 

施され、単なる調査で終わらせず、委員会協議会での自由討議や議会内での合意形成を経て、具体

的な政策提言を市長へ提出しておられます。 

「災害発施時対応マニュアルについては、目的や対象者（避難所運営、学校、市議会など）に合わ

せた各種防災・防災対応マニュアルが策定・公開されている。 

議会の災害時対応マニュアル作成の目的は議会組織としての対応体制、活動内容・ルールを定める

と共に、議員主体の実働体制をと、過去の経験をふまえ、議会組織としての対応ルールを確立、出

来る限りの支援活動を展開するための活動原則を定めている。 

伊万里市議会としても当たり前の事を素直に受け止め、議員間討議の必要性を感じた。          

 

 

② ７月１５日    兵庫県西宮市（西宮市役所） 

視察の目的  常任委員会運営ガイドラインについて。 （議員定数４０名）人口 482,594 人 

議会視察の所見 

ガイドラインは、質の高い委員会運営の基準、審査機能の充実、および政策研究機能の強化を 



前田 邦幸 

図るために定められたルールである。 

委員会の役割、市の事務の事務に関する調査、議案や請願・陳情の審査であり、所感テーマに 

沿った審査や調査、研修、提言の実施を行なう中で、公正な運営を行うため、正副委員長の職務    

や会議運営の詳細な手順を常任委員会運営ガイドラインに定められている。 

伊万里市議会でも委員会運営のための基準が必要と感じた。 

 

    

③ ７月１６日    岡山県倉敷市 （倉敷市役所） 

視察の目的   議会ＢＣＰ・災害対応について。  （議員定数４３名）459,754 人 

 議会視察の所見 

 倉敷市は平成 30 年７月、豪雨被害の教訓を踏まえ、災害時においても議会の果たすべき役割 

 を継続するため、令和２年４月に倉敷市議会ＢＣＰ（業務継続計画）を策定している。 

 訓練等の実施状況については毎年度継続して訓練にとりくんでおられ、令和４年からグルー 

 プウエア「LIUNE WORKS」を活用した安否確認及び情報伝達訓練を定着されておられる。 

 伊万里市議会としても、議員個人の意識を持ち、現地の情報を全て議会災害対策会議に一元 

 化し、集約した上で執行部へ伝達する仕組みを構築することが大事であり、訓練を通じて抽出 

 される課題もあると思うので早急に。 

 

 

 

 

 

 

 




















































